
 
 
 
 
 
 

条件不利地域におけるブロードバンド化促進のための調査研究会 

報告書（案） 

～本島北部３村のブロードバンド化に向けて～ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成１９年１２月１４日 

条件不利地域におけるブロードバンド化促進のための調査研究会



目  次 
 
１．はじめに.........................................................1 

２. ブロードバンド整備に関する現状と課題 ....................................................2 

２.１. 地域の概況 ........................................................................................... 2 
２.２. ブロードバンド整備の現状 .................................................................. 3 
２.３. ブロードバンドに対する住民ニーズ .................................................... 3 
２.４. ブロードバンド整備に関する課題........................................................ 6 

３. ブロードバンド整備のモデル......................................................................7 

３.１. モデル１（ADSL 方式）...................................................................... 7 
３.２. モデル２（ワイアレス方式）............................................................... 8 
３.３. モデル３（光ファイバ＋ワイアレス方式） ......................................... 9 
３.４. モデル４（光ファイバ＋ワイアレス方式） ....................................... 10 
３.５. モデル５（衛星回線＋ワイアレス＋有線方式） ................................ 11 
３.６. モデル比較（方式と費用）と検討課題 .............................................. 12 
３.７. ブロードバンド整備費用の事例 ......................................................... 15 
３.８. 北部３村の実情に応じた整備モデル検討にあたって ......................... 16 

４. ブロードバンド促進に向けた展望.............................................................18 

４.１. 課題と展望 ......................................................................................... 18 
４.２. 行政サービス...................................................................................... 19 

５. おわりに ...................................................................................................20 

 

（資料） 
別添 1 「開催要綱」 
別添２ 「アンケート分析結果(詳細)」 
別添３ 「整備モデル資料１～５」 
別添４ 「技術及びコンテンツの動向」 
別添５ 「総務省支援策」 
別添６ 「用語集」 
 



 
１. はじめに 

 
 現在、インターネットは、ブロードバンド(注1)の普及に伴い、ウェブ閲覧、映

像配信、ＩＰ電話等多様なサービスが提供されており、国民生活において重要

な位置を占めつつある。 

 このような状況の下、総務省では、政府の「ＩＴ新改革戦略」（平成１８年１

月）を踏まえ、「次世代ブロードバンド戦略２０１０」（平成１８年８月）を公

表し、平成２２年度（２０１０年度）までに、ブロードバンドの全国整備を実

現する目標を掲げている。 

 また、沖縄では、総務省沖縄総合通信事務所、沖縄県及び電気通信事業者（西

日本電信電話(株)沖縄支店）の協働により、「沖縄県における２０１０年度へ向

けたブロードバンド整備の目標（ロードマップ）」（平成１９年２月）を作成し、

公表している。 

 平成１９年３月末現在、沖縄県内において、市町村単位でブロードバンドサ

ービスが全く利用できない地域は、国頭村、大宜味村、東村、南大東村及び北

大東村の５村(注2)となっているが、南大東村及び北大東村については、平成１９

年度の沖縄県離島地区ブロードバンド環境整備促進事業（沖縄特別振興対策事

業）によりブロードバンド整備が予定されている。 

 このため、国頭村、大宜味村及び東村（以下「北部３村」という。）のみが沖

縄県内において、市町村単位で全くブロードバンドサービスが利用できない地

域となるため、その解消が重要な課題となっている。 

 本調査研究会では、これまでのブロードバンド化に関する関係機関の取組や

様々な議論を踏まえ、北部３村におけるブロードバンドの整備方策などを検討

し、本報告書を取りまとめたものである。 

 本報告書が北部３村におけるブロードバンドの整備を促進し、住民生活向上

の一助となれば幸いである。 

                                            
1 ブロードバンドとは、一般的に ISDN（64kbps～128kbps）以上のデータ通信速度があるサ

ービス（ADSL、FTTH 等）のことであり、明確な定義はない。 
2 市町村単位でブロードバンドサービスが全く利用できない地域について、「次世代ブロー

ドバンド戦略２０１０」では、２００８年度までの解消を目標としている。 
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２. ブロードバンド整備に関する現状と課題 
 

２.１. 地域の概況 

 北部３村は、沖縄本島の北部に位置し、大小の山々が島の中央部にあるため、

山間の海岸線沿いに小規模集落が広範囲に点在している。 

 各村とも過疎地域であり、人口動態（平成１８年度）は、国頭村及び宜野座

村で若干減少しているが、東村が微増となっている。 

 基幹産業は、農業（さとうきび、パイナップルなど）であり、近年はサービ

ス業（観光業）の増加も見られる。 

村 名 人口(人） 世帯数（世帯） 面積（k ㎡） 

国 頭 村 ５，６３２ ２，３８５ １９４．８２ 

大宜味村 ３，４７８ １，６１２ ６３．２９ 

東 村 ２，０２９ ８６９ ８１．７９ 

（注１）人口及び世帯数は、平成１９年３月３１日現在の住民基本台帳による。 
（注２）面積は、平成１９年４月１日現在の国土交通省国土地理院調査による。 
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２.２. ブロードバンド整備の現状 

 北部３村において、一般家庭からインターネットへのアクセスは、アナログ

電話又はＩＳＤＮサービスのみが提供されており、ＡＤＳＬやＦＴＴＨ等のブ

ロードバンドサービスは全く提供されていない。 

 長寿や自然の豊かさで有名なこともあり、ブロードバンドに慣れた団塊世代

の移住が進むなど、ブロードバンドに対するニーズは高まっているものの、地

理的特性による条件不利地域であることから、電気通信事業者によるサービス

提供が進んでいない。 

 

２.３. ブロードバンドに対する住民ニーズ 

 北部３村の住民のインターネット利用状況や、ブロードバンドに対する意識

及び要望を把握し、北部３村におけるブロードバンド整備方策を検討するため、

以下のとおりアンケート調査を実施した。 

・調査対象：国頭村（2,385 世帯）、大宜味村（1,612 世帯）、東村（869 世帯） 

・調査方法：アンケート方式（紙媒体配布、無記名による設問回答方式） 

・配布方法：北部３村の各村区長の協力を得て配布、回収 

・調査期間：平成１９年９月５日から平成１９年１０月５日まで 

・回答数等： 
村 名 世帯数（世帯） 回収数（世帯） 回収率（％） 
国 頭 村 ２，３８５ ５１２ ２１．５ 
大宜味村 １，６１２ ５１７ ３２．１ 
東 村 ８６９ １７０ １９．６ 

（注）その他詳細については資料２参照。 
 

２.３.１. インターネット接続状況 

 アンケート回答者（1,199 世帯）でパーソナルコンピュータを保有している世

帯は、約半数の 523 世帯である。このうちの約半数（275 世帯）がインターネ

ットに接続しており、７割以上（203 世帯）が ISDN 回線を利用している。 

 このことから、ブロードバンド整は遅れているものの、パーソナルコンピュ
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ータを購入した場合は、インターネットへ接続するケースが定着しているもの

と見られる。 

 
 

２.３.２. インターネットサービスに関する要望 

 アンケート回答者の全てに質問したところ、利用を希望するサービス（複数

回答）のうち、高速通信が必要となる「動画・音楽のダウンロード」や「電子

申請（役場などの手続）」が一定割合を占めており、これから、ブロードバンド

整備の潜在需要が多いものと見られる。 
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２.３.３. ブロードバンドに関する要望 

 北部３村では、ブロードバンドサービスが提供されていないため、選択可能

な最も高速な回線は ISDN 回線であり、利用比率も圧倒的に多数を占めるが、

利用している回線速度が遅いと不満を感じている者が多いことがうかがえる。 

 
 
２.３.４. ブロードバンドサービスの利用料金に関する要望 

 金額的にみると 4,000 円以下の料金設定を求める声が多い。 
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２.４. ブロードバンド整備に関する課題 

 ブロードバンド整備については民間主導が原則であるが、北部３村において

は、事業採算性（整備及び運用コスト）の問題から、民間事業者によるサービ

ス提供が遅れている。 

 
２.４.１. 整備（初期投資）に係る課題 

○必要加入者数の確保 
潜在的需要はあるものの、過疎化が進んでいる等、自然発生的な需要の伸び

は期待できない。 

○整備モデルの選択 
広範な地域に集落が点在しており、世帯密度にも差があるため、個別の地区

ごとに整備方式を検討する必要がある。 

○整備費用の低減化 
海沿いに小規模集落が点在し、また、市街地や電気通信事業者の局舎からも

離れており、有線無線を問わず新たに設置する設備が増えるため整備費用が

高くなる。 

○整備費用の調達 
民間事業者は事業採算性に問題があるとして設備投資に消極的である。また、

北部３村も財政難のため、財源に余裕がない。 

 
２.４.２. 運用（維持・管理）に係る課題 

○必要加入者数の確保 
維持・管理費用を回収することが可能な加入者数を確保する必要がある。 

○持続可能な運営方法の検討 
民間事業者では採算が見込めない場合は、北部３村による運営が考えられる

が、いずも財政難であり、また、ノウハウも十分持ち合わせていないことか

ら、運営方法の確立が困難である。 
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３. ブロードバンド整備のモデル 

 北部３村においては、ブロードバンド環境が整っておらず、今後、ブロード

バンドサービスを提供するには、単一の技術や方式で実現することは難しいと

考えられる。 

 この地域の隅々まで早期にサービスを提供するには、既存のブロードバンド

技術を有効に活用し、地理的な条件不利地域においても均一で安定的なネット

ワーク整備する必要がある。 

 本調査研究会では、民間事業者や通信機器メーカ、公益法人等がそれぞれの

得意分野を活かし、地域特性に適合可能性の高いブロードバンド整備モデルの

検討を行った。また、モデル検討に際しては、事前に地域住民へのアンケート

調査を実施し、本文にも掲載しているアンケート調査の結果を参考にしている。 

 なお、具体的な技術仕様及び概算費用等の詳細は、資料として添付すること

とし、本文では、各モデルのポイント及びそれぞれの初期費用と運用費用の比

較を重点に記述する。 
 
３.１. モデル１（ADSL方式） 

３.１.１. 通信インフラの方式 

 通信インフラには、DSL 技術を採用し、北部 3 村のバックボーンとなる通信

基盤に光通信網を整備し、各利用者（家庭、事務所等）まではメタル回線を利

用した DSL 技術を利用する方式を採用。 

３.１.２. 事業（運営）方式 

 事業者としてブロードバンドサービスを提供する方式で、一般的にはキャリ

アサービスの部類に属する。 
 サービス事業としてブロードバンドを整備するため、事業者はインフラの整

備及びサービス運営（運用）までをカバーする。 

３.１.３. サービスの提供者 

 通信インフラを整備し、サービスを継続するための事業者は、インフラの整

備から運営（維持・管理）までの全てを担当する。 
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３.２. モデル２（ワイアレス方式） 

３.２.１. 通信インフラの方式 

 通信インフラの基盤となるバックボーンに FWA（18GHz 帯）技術を利用し、

高速な光ファイバーや有線インフラが整備困難な場所まで無線でネットワーク

を構築し、各利用者（家庭、事務所等）までは、WiMAX を利用した足回り（ラ

ストワンマイル）を実現する方式。 

３.２.２. 事業（運営）方式 

 このモデルは、提案委員が通信サービス事業を直接的に提供する事業者では

ないことから事業方式については具体化されていない。 
 本方式を採用するに際しては、事業モデルを計画した上でその運営主体を誰

が実施するかについての検討が不可欠となる。 

３.２.３. サービスの提供者 

 上記同様に、直接的な通信サービス事業者ではないことにより、これらの技

術方式を採用してサービスを提供する事業者が不可欠となる。 
 したがって、通信サービス事業者は設備投資と投資回収モデル（事業採算性）

を考慮して採用技術を検討する必要がある。（「整備モデル資料１」参照） 

＜FWA の利用例＞ 

役場役場役場役場

役場役場

線路、川等をまたぐ通信 島嶼地区への通信

ビル間の通信山間部への通信

公共施設公共施設
公共施設公共施設

公共施設公共施設

役場役場役場役場

役場役場

線路、川等をまたぐ通信 島嶼地区への通信

ビル間の通信山間部への通信

公共施設公共施設
公共施設公共施設

公共施設公共施設
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３.３. モデル３（光ファイバ＋ワイアレス方式） 

３.３.１. 通信インフラ方式 

 通信技術方式は、広域の無線（WiMAX を含む）方式を採用するが、基地局間

を結ぶネットワーク部分については有線（光ファイバ等の広帯域通信基盤）が

必要となる。 

 広帯域無線技術は、下表に記載されるとおり、4.9GHｚ～5.1GHz 帯の無線技

術を採用する。（「整備モデル資料２」参照） 

＜WiMAX の利用例＞ 

～携帯利用～

～在宅介護支援～
独居老人対策

～ワイヤレスインターネットサービス～
映像通信を活かした窓口相談等

～安全・安心・防災サービス～
告知放送サービス

音声通信による地域連携 ～携帯利用～

～在宅介護支援～
独居老人対策

～ワイヤレスインターネットサービス～
映像通信を活かした窓口相談等

～安全・安心・防災サービス～
告知放送サービス

音声通信による地域連携

 
 

使用周波数 4.9～5.1GHz

■高出力である為、ｻｰﾋﾞｽｴﾘｱが広い

■登録制であるため、無線局の開設が容易
■他ｼｽﾃﾑとの干渉少ない
■高出力無線LAN の中継利用が可能

■ｱﾝﾃﾅ間には見通しの確保が望ましい
■多段中継は品質が低下する

■ﾗｽﾄﾜﾝﾏｲﾙ（比較的高速通信、中ｴﾘｱ）
　　条件不利地域におけるﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾞﾊﾞｲﾄ

　　対策の加入者回線ｻｰﾋﾞｽ

■拠点間通信

　　離島/山間部向け中継回線

WiMAX

　　条件不利地域におけるﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾞﾊﾞｲﾄﾞ対

　　策の加入者回線ｻｰﾋﾞｽ

■拠点間通信

■他ｼｽﾃﾑとの干渉が少ない

■ﾗｽﾄﾜﾝﾏｲﾙ（比較的高速通信、広ｴﾘｱ）

推奨
利用方法

■都市型ﾓﾊﾞｲﾙﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞｻｰﾋﾞｽ

　　高速ﾃﾞｰﾀ通信の面展開

　　離島/山間部向け中継回線

短所

■固定系地域ﾊﾞﾝﾄﾞでは干渉回避策が必要
■世界的に普及するまでは高価
■無線局免許必要、無線技術者必要等、
　制度的な制約が多い

長所

■世界規模で普及の兆し
　(ｽｹｰﾙﾒﾘｯﾄによる機器/端末の廉価化が
　期待)
■高速ﾃﾞｰﾀ通信が可能
■優れた移動性
■直接・反射波に強く、見通し外通信可
■QoSをｻﾎﾟｰﾄし、ﾄﾘﾌﾟﾙﾌﾟﾚｲ
　(Data,Video,VoIP)提供可
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■拠点間通信

　　離島/山間部向け中継回線

WiMAX
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■拠点間通信

■他ｼｽﾃﾑとの干渉が少ない

■ﾗｽﾄﾜﾝﾏｲﾙ（比較的高速通信、広ｴﾘｱ）
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■都市型ﾓﾊﾞｲﾙﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞｻｰﾋﾞｽ

　　高速ﾃﾞｰﾀ通信の面展開

　　離島/山間部向け中継回線

短所

■固定系地域ﾊﾞﾝﾄﾞでは干渉回避策が必要
■世界的に普及するまでは高価
■無線局免許必要、無線技術者必要等、
　制度的な制約が多い

長所

■世界規模で普及の兆し
　(ｽｹｰﾙﾒﾘｯﾄによる機器/端末の廉価化が
　期待)
■高速ﾃﾞｰﾀ通信が可能
■優れた移動性
■直接・反射波に強く、見通し外通信可
■QoSをｻﾎﾟｰﾄし、ﾄﾘﾌﾟﾙﾌﾟﾚｲ
　(Data,Video,VoIP)提供可
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３.３.２. 事業（運営）方式 

 事業の運営方式に関しては、上記モデル 3.2.同様、提案委員が直接的な通信サ

ービス事業者ではないことから本方式を採用してサービスを提供する事業者が

不可欠となる。また、本技術を採用するに際しても通信サービス事業者側の選

択の問題があるためサービス事業モデルの検討も必要となる。 

３.３.３. サービスの提供者 

 上記と同様、本提案においては技術的な提案に留まるため、事業モデルが必

要となる。3 村において当該方式が適しているとした場合、本方式を採用してサ

ービスとして事業化する団体が必要である。（「整備モデル資料３」参照） 
 

３.４. モデル４（光ファイバ＋ワイアレス方式） 

３.４.１. 通信インフラ方式 

 このモデルの通信インフラ方式は、国道光ケーブル（ダークファイバ）を利

活用し、リング型ネットワーク基盤整備し、ラストワンマイル部分の技術にワ

イアレスメッシュ技術を活用する方式を採用している。また、バックアップ回

線に衛星回線を活用するなど、複数の技術または資産を活用することで実現す

る方式。 

３.４.２. 事業（運用）方式 

 事業方式については、整備及び運営・管理も自治体で実施する方式となる。

自治体は整備事業費を政府補助金等の有効活用で賄うことが想定されるが、運

用（維持・管理）に係るランニングコストが課題となり、十分な検討が必要と

なる。 

４.１. サービスの提供者  

 事業方式と同様であるが、事業自体を自治体で実施することも考えられるが、

自治体が本事業をアウトソーシング（業務委託）する方法も方策として考られ

る。しかし、当該方式は自治体が継続的に運営事業（費用）を負担することと

なるため、予算についての課題が残る。（「整備モデル資料４」参照） 
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＜国道光ケーブルと無線ネットワークの利用例＞ 

 

 
３.５. モデル５（衛星回線＋ワイアレス＋有線方式） 
 
３.５.１. 通信インフラの方式 

 通信インフラのバックボーンは他のモデルとは異なり、衛星通信回線を利用

する。地上の主要箇所に無線局を設置し、そこからは DSL 高速有線ネットワー

クや WiMAX 等の広域無線ネットワークを混合利用することで、各利用者（家

庭、事務所等）までブロードバンドを提供する。 

３.５.２. 事業（運用）の方式 

 事業方式については、衛星通信設業者がセンター側を運用し、利用者側設備

を地方公共団体等が負担することで、衛星通信事業者が提供する通信サービス

を利用することが可能。 
 本方式はキャリアサービスに近く、利用者側は事業（運用）を考慮する必要

がない。 

３.５.３. サービスの提供者 

 上記に掲げるように、利用者（自治体）側で事業運営をする必要が無く自治

体側の負担は少ないと考えられるが、無線局から各利用者（家庭、事務所等）

までのネットワーク回線と接続してトータルでのサービスとしてどのようなス

キームで提供するかについて検討が重要となる。（「整備モデル資料５」参照） 
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＜衛星回線と無線ネットワーク（WiMAX）の利用例＞ 

 
 
３.６. モデル比較（方式と費用）と検討課題 

３.６.１. 方式の比較 
分類（パター

ン） 
名称 特徴 課題 

通信サービス

提案型 
 

モデル１ ADSL 
安定した技術及びサー

ビス形態であるため、

信頼性・安定性のある

ネットワークとして利

用することが可能。気

象条件の影響も受けに

くい。 

加入者サービスとして提

供することが前提となる

ため、見込加入者数を考

慮した場合、地理的条件

で設備投資に課題が残る

ため網羅的なサービス提

供が困難。また、運用面

においても加入者数が見

込まれない場合同様の課

題が残る。 
採用技術に関

する提案型 
モデル２ FWA+WiMAX 

幹線回線部分に高速無

線（FWA）を採用し、

各世帯まで WiMAX を

利用。 
光回線等の有線敷設が

地理的に広面積で集落が

分散している地域への設

備費用の課題、事業主体

のあり方について課題が

残る。 
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困難な地域に有効。但

し、気象条件の影響を

受けやすい。 
モデル３ 光回線＋WiMAX 

幹線部分は光回線を利

用し、各世帯までを

WiMAX で提供する。

幹線部分が光回線であ

るため、安定的で高速

な回線サービスが期待

できる。また、地理的

に有線整備の困難な地

域へサービスが提供し

やすい。 

北部地域において光回線

整備の課題が残ると同時

に、モデル２と同様事業

主体のあり方について検

討する必要がある。 

整備方法に関

する提案型 
モデル４ 光回線＋WiMAX 

国道光回線を幹線と

し、リング型ネットワ

ークを構築し、各世帯

までは無線回線でサー

ビスを提供する。 
モデル３と方式は同

様。基幹部分が光回線

であるため、安定した

ネットワークが提供可

能。 

国道光回線の利活用につ

いて未整備部分に係る費

用が課題となり、整備後

の運用及び運営等を引き

受ける事業主体のあり方

について課題が残る。 

部分的通信サ

ービス提案型 
モデル５ 衛星回線＋モバイル

WiMAX 
衛星回線を利用して、

地形、地理的条件に影

響されず通信サービス

が提供できる。若干、

気象条件に左右される

可能性もあるが、地理

条件に左右されないの

が特徴。 
衛星回線を幹線とし、

幹線に衛星回線を利用

し 、 各 世 帯 ま で は

WiMAX でサービスが提

供されるため、サービス

形態としてはモデル１と

共通する。利用者サービ

スであるため自治体負担

は比較的少なくなるが、

加入者数による事業者側

の事業採算性の課題によ

りサービス提供範囲が限
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各世帯までのサービス

はモバイル WiMAX を

採用。 

定される可能性がある。

 
３.６.２. 費用の比較（各村における整備及びランニング費用の概算） 
 ○3 村全体で係る概算費用に対し、各村の面積率で按分した場合 
モデル 村 按分率（％） 初期費用（円） ランニング費用

（円） 
国頭村 ５７．３ ７，９３８万 ２，９６３／世帯

大宜味村 １８．６ ２，５７６万 ２，９６３／世帯

モデル１ 

東村 ２４．０ ３，３２４万 ２，９６３／世帯

国頭村 ５７．３ ３億５，５２６万 ４，５８４万

大宜味村 １８．６ １億１，５３２万 １，４８８万

モデル２ 

東村 ２４．０ １億４，８８０万 １，９２０万

国頭村 ５７．３ ２億８，０７７万 ２，７０４万

大宜味村 １８．６   ７，８４０万   ８７８万

モデル３ 

東村 ２４．０ １億１，７６０万 １，１３３万

国頭村 ５７．３ １億３，５８０万   ６１８万

大宜味村 １８．６   ３，７９２万   １５８万

モデル４ 

東村 ２４．０   ５，６８８万   ２０３万

  
 ○3 村全体で係る概算費用に対し、各村の世帯数で按分した場合 
モデル 村 按分率（％） 初期費用 ランニング費用 

国頭村 ４９．０   ６，７８８万 ２，９６３／世帯

大宜味村 ３３．０   ４，５７１万 ２，９６３／世帯

モデル１ 

東村 １７．８   ２，４６６万 ２，９６３／世帯

国頭村 ４９．０ ３億０，３８０万 ３，９２０万

大宜味村 ３３．０ ２億０，４６０万 ２，６４０万

モデル２ 

東村 １７．８ １億１，０３６万 １，４２０万

国頭村 ４９．０ ２億４，０１０万 ２，３１３万

大宜味村 ３３．０ １億６，１７０万 １，５５８万

モデル３ 

東村 １７．８ １億１，０３６万   ８４０万

国頭村 ４９．０ ２億４，０１０万   ４１５万

大宜味村 ３３．０ １億６，１７０万   ２８０万

モデル４ 

東村 １７．８   ８，７２２万   １５０万
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 ○モデル５における各村の概算費用（モデル５では村別の提案） 
 初期費用 ランニング費用 
国頭村 地上局整備費（モバイル

WiMAX） 
１、９１０万円

回線費用／月 
２２．５万円

（上り１０M、下り２M ベスト

エフォート） 
大宜味村 地上局整備費（FWA＋広域無

線 LAN） 
４、７０５万円

 

回線費用／月  
 

２２．５万円

（上り１０M、下り２M ベスト

エフォート） 
東村 地上局設備（メッシュネット）

１、０１１万円

回線費用／月 
２２．５万円

（上り１０M、下り２M ベスト

エフォート） 
 
 
 
３.７. ブロードバンド整備費用の事例 

 ブロードバンド整備については、条件不利地域等投資効果の悪い地域におい

て民間整備のみでは困難なことから国等の支援策を活用して整備を行っている

事例がある。 

 沖縄県においては、沖縄県離島地区ブロードバンド環境整備促進事業(沖縄特

別振興対策事業)として平成１７年度から平成１９年度にかけて、条件不利地域

等である離島地区を対象にブロードバンド整備が推進されているところであり、

地方公共団体自らが電気通信事業者となっているケースの内いくつかの事例を

以下のとおり紹介しておく。 

 なお、費用にあっては設備構成、世帯分布状況等の諸条件により変動するも

のであることから例示として紹介するものである。 
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３.８. 北部３村の実情に応じた整備モデル検討にあたって 

 ブロードバンド整備にあたり、整備主体は主に次のような要素を判断材料に

ブロードバンド整備モデルを選定することが必要である。 

 ・地形、世帯分布・密度等の地理的要因や人口動態的要因 
 ・ブロードバンド・サービスに関する住民ニーズ 
 ・ブロードバンド・サービス(映像伝送等)の提供(利活用)計画 
 ・現状のブロードバンド基盤整備(民間及び公共整備)状況 
 ・必要な設備とその整備費用 

 また、整備・運用手法には、そのパターンとして民設民営、公設民営及び公

設公営があり、民間事業者、地方公共団体及び地域住民が、十分連携した上で

最適手法を決定することも必要である。 
 これらを整理した内容を以下に整理する。 

３.８.１. 通信事業者による基盤整備及びサービス提供 

 図中の①の線の方法となる。本方法は、北部３村地域において、電気通信事

業者が事業サービスの中で整備し、サービスの提供を行う方法である。当該方

法においては、各村民は、一般のブロードバンド通信サービスを他地域と同じ

形態で利用することが可能。 
 また、各村も基盤整備に直接関与することは無いため、利用者確保策などの

採算性の課題が解消されていれば事業者側で計画化が進展し、整備されるもの

と考えられる。 
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３.８.２. 地方公共団体による整備と運営（維持・管理）の外部委託 

 地方公共団体が当該地域におけるブロードバンド基盤整備に最も適した（初

期コスト及び運用コストにおいての）技術と運用方式を採択し、自営で整備・

運用することにある。本案では、自治体の基盤整備であることから、初期費用

に関する政府支援（助成、支援金等）の優遇措置を教授できることに利点があ

る。しかし、整備後の運用に課題が残り、解決策の十分な検討が必要。 
 また、運用面に着目すると、自治体が整備し運用は外部委託という方法も考

えられる。 

３.８.３. 地方公共団体による整備と運営（維持・管理） 

 当該方法は、基盤整備においては上記「案 B」と同様であるが、運用・運営

を自治体自体が実施することにある。当該方法は、運営と運用のノウハウ及び

予算確保について十分な検討と方策が必要であり、自治体としては敷居が高い

方法かもしれない。しかし、現実的に事業主体として民間への委託やサービス

提供が困難と判断された場合は、当該案も検討案に加えて検討する必要がある。 
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４. ブロードバンド促進に向けた展望 
 
４.１. 課題と展望 

 ブロードバンド整備にあたっては民間主導原則にて促進されることが原則で

あるが、投資効率の悪いとされるいわゆる条件不利地域では当該原則のみでは

整備が困難であり、ブロードバンド・ゼロ地域としてその整備方針が課題とな

っているところである。 

 北部３村は、山岳部に集落が散在している等の地理的条件、世帯密度が低い

等の加入者側の問題等の複数の条件不利要因が当該地域におけるブロードバン

ド化促進の阻害要因となっているところであり、本調査研究では、ブロードバ

ンド化促進に携わる国、地方公共団体及び民間事業者その他関係機関の参加に

より、同地域のブロードバンド整備の解決方策について検討し整備モデルを整

理してきたところである。 

 今後、同整備モデル等本調査研究会報告を活用しブロードバンド整備を図る

段階においても、解決しなければならない課題の克服が必要であり以下展望と

いうかたちで示すこととする。 

４.１.１. 地理的な課題 

 面積が広大である、山岳部が多い、及び集落が散在している等の条件により

民間事業者による投資効果が見込めないとされる地理的な課題にあっては、整

備モデルの最適選択により基盤整備を図ることで課題を克服。 

４.１.２. 財政的な課題 

 整備費用にあっては、整備計画によってはかなり高額となるため地方公共団

体及び民間事業者に対する公的支援策の活用等により課題を克服。 
 維持費用にあっては、地方公共団体と民間事業者との協議等により事業採算

性の見込める加入者数の確保策を図ることで課題を克服。 

４.１.３. 加入者の課題 

 世帯密度が低い、高齢者が多い、及びブロードバンドへの関心が低い等加入

者数確保の課題にあっては、地方公共団体及び民間事業者との連携による周

知・啓発活動及びブロードバンド利活用の促進を図ることによる需要発掘によ

り加入者数を確保することで課題を克服。 

 18



４.１.４. 政策判断の課題 

 地方公共団体における財政的実情、及びブロードバンド整備より優先する施

策の位置づけ等の政策判断の課題にあっては、地方公共団体自身が当該地域に

おける住民構成の変化(移住者の増加等)、ブロードバンド環境を前提に構築され

たＩＣＴ利活用方策による地域的諸課題(防災、医療、介護、教育等)の解消、更

には産業事業化への誘因効果等、総合的な観点によりブロードバンド整備の有

用性・優先性を再認識することで課題を克服。 
 
 4.1.1.～4.1.4.の課題の他にも、事業者との契約内容、地方公共団体における

基盤整備に携わる人材確保等の課題があり、これら課題の解決には関係者によ

る十分な連携が必要不可欠となる。 
 
４.２. 行政サービス 

 既に全国の政府機関、県・地方自治体等の行政機関においては、ブロードバ

ンドを活用した行政サービス（行政情報発信、申請・手続き等）を企業及び個

人向けに提供している。いち早く政府機関のサービスを電子化しインターネッ

トを利用した「電子政府」が昨今は定着しつつ、多くの民間企業や国民がその

恩恵を享受しているところである。 
 「電子政府」構想では、地方自治体までを範囲にしており、全国民がインタ

ーネットであらゆる行政サービスを自宅やオフィスに居ながらにして受けられ

ることとされている。これらの状況から、今後は更に「行政サービス」はイン

ターネットを利用して提供されていくものと考えられ、そのサービスを享受す

るためにはブロードバンドインフラは不可欠となる。 
 実際にオンラインで利用されているサービス例を以下に挙げる。 

 入札及び入札参加資格審査申請等 
 食品営業関係の届出 
 特定化学物質排出量届等 
 公文書開示請求 
 自動車税住所変更届等 
 産業廃棄物の処理、運搬の実績報告等 
 道路占用許可申請等 
 地方税申告手続（ｅＬＴＡＸ） 
 粗大ごみ収集の申込 
 文化・スポーツ施設等の利用予約等 
 図書館の図書貸出予約等
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５. おわりに 
 
 本報告書を作成するにあたり、本調査研究会の進行及び提言をいただいた座

長ならびに参加いただいた委員各位、またアンケートの配布及び回収を実施し

ていただいた各村役場、区長会ならびに村民の方、他関係者の協力に謝辞を申

し上げます。 
 

「条件不利地域におけるブロードバンド促進の調査研究」事務局 
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